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令和３年度 定期監査及び行政監査報告書 

 

第１ 監査の概要 

１ 監査の種類 

  地方自治法第 199条第 1項、第 2項及び第 4項に基づく定期監査及び行政監査 

 

２ 監査の対象 

（１）部局等 

総務部 総務秘書課、人事課、財政課、防災課、管財契約課  

地域振興部 地域づくり課、商工振興課、観光振興課 

市民生活部 市民課、税務課、深江支所、布津支所、有家支所、 

西有家支所、北有馬支所、南有馬支所、口之津支所、 

加津佐支所 

福祉保健部 福祉課、こども未来課、北有馬こども園、保護課、 

健康づくり課 

議会事務局 

 

選挙管理委員会事務局  

小・中学校 有家小学校、西有家中学校 

教育委員会事務局 学校教育課（学校給食関連施設整備事業） 

（２）範囲 

   令和 3 年度歳入歳出執行状況を基本とし、監査委員が必要と認める事業等につ

いては、過年度の執行分も対象とし監査を実施した。 

過年度執行の事業等については、以下のとおりである。 

 ① 施設管理費 

② 旅費 

③ 学校給食関連施設整備事業 

 

３ 監査の期間 

  令和 3年 10月 8日（金）から令和 3年 11月 26日（金）まで 

 

４ 監査の着眼点 

 （１）着眼点 

   財務に関する事務の執行、経営に係る事業の管理及び行政に関する事務の執行

が法令に適合し、正確で、効率的かつ効果的に行われているか、組織及び運営の

合理化に努めているか、を主眼として実施した。 
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 （２）重点項目 

① 補助金に関する事務の執行状況について 

② 随意契約に関する事務の執行状況について 

③ 施設の維持管理に関する事務の執行状況について 

④ 旅費に関する事務の執行状況について 

⑤ 備品の管理状況について（学校のみ） 

 

５ 監査の実施内容 

  監査の重点項目となる事務について、対象部局へ調査票の提出を求め、現地調

査により関係書類の検査・照合を行うとともに、本書で示した監査の着眼点につい

て、所管課長及び関係職員から説明を聴取した。 

  なお、監査の実施に当たっては、南島原市監査基準（令和 2年 4月 1日施行）に

準拠した。 

 

第２ 監査の結果 

１ 総 評 

  財務に関する事務の執行は補助金交付、随意契約、施設の維持管理、旅費を重

点項目とし、行政事務の執行については事務手続に主眼を置いて監査を実施した。 

今後の行政運営に資するためにも、次のとおり総評する。 

 

補助金交付については、補助金等交付規則及び各種団体等の補助金交付要綱で添

付書類（事業計画書、事業実績書、収支予算書、収支精算書等）の様式を定めてい

るにもかかわらず、任意様式（総会資料等）の添付により補助金を交付している事

例が見受けられた。要綱の趣旨を理解するとともに補助金交付対象者へ指導を行い、

要綱に基づく適正な補助金交付事務の執行に努められたい。 

 

随意契約については、一部、必要な事務手続を省略し、支出事務を行っている事

例が見受けられた。年度開始早々に契約を締結する必要がある業務等で、当該年度

の前年度 3月末に契約締結の起案及び決裁が行われている事例が確認され、期限を

設けず自動更新を認めている委託契約では、業務起案の事務手続を省略し支出が行

われている事例が確認された。当該部署においては、法第 208条第 1項の会計年度

の独立の原則にのっとり、事務手続を改善し適正な契約事務の執行に努められたい。 

また、業者を指定して契約する特命随意契約において、１者選定理由が不明確な

事例が散見された。随意契約は、契約方式の例外であることを十分に認識し、その

根拠を施行令に基づき明確にするとともに慎重な判断を行い、特に１者の選定理由

については、市民に疑念を抱かせないよう適正な契約事務に努められたい。 
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   施設の維持管理については、各所管課で管理している施設にどのくらい維持管理

費がかかっているか、今回調査した。行政サービスを行う上で継続的な施設整備は

必要であるが、将来的に残す施設、廃棄する施設を見極めることが重要である。財

政課が作成した施設別行政コスト計算書のセグメント分析資料を有効に活用し、行

政評価と連携させることで費用対効果等を精査し、財政の効率化と適正化を図って

頂きたい。 

人口減少及び少子高齢化が進んでいる本市の現状を踏まえ、南島原市公共施設等

総合管理計画にのっとり、財政負担を軽減、平準化するとともに次世代への負担を

残さない持続可能な「まちづくり」を目指すためにも、公共施設等の最適な配置の

実現に期待したい。 

 

旅費については、旅費の支出や精算が長期間経過して処理されている事例が見受

けられた。未払いや重複支給のリスクを回避するためにも、出張後速やかに、概ね

１か月以内に支出処理が済むよう、課内の管理体制の強化に努められたい。 

また、旅行命令書及び支出命令書に必要な書類の添付がない事例が散見された。

宿泊を伴う出張等においては、人事課通達及び支出事務の手引きに基づき開催文書

等の必要な書類を添付し、適正な旅費の支出事務の執行に努められたい。視察や自

発的な出張等により開催文書等がない場合は、日時、場所、目的等を起案し、公費

による旅費の支出根拠を明確にされたい。 

 

備品管理については、対象とする小・中学校において現地調査を実施し、概ね適

正な管理が確認された。今後も、学校の統廃合に伴う備品の移管や寄贈等について、

登録漏れや登録誤りがないよう努められたい。 

また、同じ品目を複数購入した場合、令和 2年 8月に管財契約課が示した「備品

の適正な管理について」に基づき、1台ずつ備品登録を行うか、台帳番号 1つに対

して一括登録を行い、別台帳で枝番管理することとし、備品が特定できるよう適切

な管理事務に努められたい。 

 

学校給食関連施設整備事業については、南島原市学校給食センターが本年 7月に

完成し、9月から供用開始となった。敷地面積は 5,333㎡、建物規模は鉄骨造 2階

建て、延床面積 2,599㎡で、1日 3,700食分の給食を提供できる施設である。 

施設にかかった主要事業費は、設計管理費 5,624万 6千円、本体工事費 15億 571

万 4千円、厨房機器購入 4億 3,635万 9千円、食器食缶配送車等購入 1億 2,775万

7千円、その他の費用 2,447万円、合計 21億 5,054万 6千円である。 

今回、どのように運営されているのか、現地視察を行った。 

施設の特長としては、吹き抜けや外気処理空調機等が整備され、排水は直接配水

管へ接続されており、衛生的でクリーンな厨房・調理環境が整っていた。また、食
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物アレルギーを有する児童生徒に対応する専用の調理室や、2階には食育の一環と

して活用するための見学通路や研修室も備えられている。供用開始前に組織を上げ

て実施した研修の成果が見られ、各グループに分かれた調理員が各学校への配達時

間に間に合うよう業務を行っており、行程管理が徹底されていることが確認できた。 

今後とも、改善部分があれば必要に応じ協議等を行い、児童生徒の食の安心・安

全を確保する為に、国が掲げる「学校給食衛生管理基準」を遵守した学校給食運営

に努められたい。 

 

監査の結果、対象とする財務事務及び事業の管理については、概ね適正に執行さ

れていたが、一部の部署において、事務手続の検討又は改善を要望する事項や留意

すべき事項が見受けられた。 

以下に記載した「指摘事項」に関しては、必要な措置を講ずるとともに職員の指

導監督に努められたい。改善の措置を講じたときは、法第 199 条第 14 項の規定に

基づき、監査委員へ遅滞なく通知されたい。 

「注意事項」に関しては、各課に共通する全般的な注意点について記載している。

これについては、措置の状況報告を求めないが、今後とも関係法令等を遵守し適正

な事務の執行に努められたい。 

なお、すでに是正されているもの及び軽微な事項については、口頭で指導したの

で内容を省略している。 

 

 

２ 改善を要望する「指摘事項」 

【地域振興部】 

 （地域づくり課） 

（１）補助金について 

     船員会連合会補助金の支出において、要綱で定めている収支予算書の様式で

はなく、総会で用いている任意様式により交付申請が行われていた。要綱にの

っとり適正な補助金交付事務の執行に努められたい。 

 

  （２）契約手続について 

      口之津港ターミナルビルの看板設置工事等の特命随意契約において、工事

起案等の事務手続を省略し支出が行われている事例が散見された。少額工事

においても適正な契約事務の執行に努められたい。 

 

（商工振興課） 

（１）補助金について 

     商工会補助金の支出において、要綱で定めている要望書、事業計画書及び収
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支予算書の様式ではなく、総会で用いている任意様式により交付申請が行われ

ていた。要綱にのっとり適正な補助金交付事務の執行に努められたい。 

 

  （２）契約手続について 

     ＣＭ出演者契約更新業務において、初年度に単年度の契約締結を行っていた

にもかかわらず、次年度の契約手続を省略し支出が行われている事例が確認さ

れた。会計年度ごとに事務手続を行い、適正な契約事務の執行に努められたい。 

 

（観光振興課） 

（１）補助金について 

     観光協会補助金の支出において、要綱で定めている収支予算書の様式ではな

く、総会で用いている任意様式により交付申請が行われていた。要綱にのっと

り、適正な補助金交付事務の執行に努められたい。 

 

【福祉保健部】 

（福祉課） 

（１）補助金について 

     シルバー人材センター補助金の支出において、要綱で定めている事業計画書

及び収支予算書の様式ではなく、総会で用いている任意様式により交付申請が

行われていた。要綱にのっとり、適正な補助金交付事務の執行に努められたい。 

 

 （２）年度当初の契約事務について 

     年度開始早々に契約を締結する必要がある成年後見制度利用促進に関する

中核機関事業委託の契約において、当該年度の前年度 3月末に契約締結の起案

及び決裁が行われていた。法第 208条第 1項の会計年度の独立の原則にのっと

り、事務手続を改善し適正な契約事務の執行に努められたい。 

 

  （３）契約の自動更新について 

期限を設けず自動更新を認めている委託契約において、業務起案の事務手続

を省略し支出が行われている事例が確認された。会計年度における適正な契約

事務の執行に努められたい。また、契約書に一定の期間を設ける等、必要に応

じ契約の更新ができるよう委託者と協議されたい。 

 

（こども未来課） 

（１）補助金について 

     母子寡婦福祉会運営費補助金の支出において、補助金等交付規則及び同会の

要綱で定めている事業計画書及び収支予算書の様式ではなく、総会で用いてい
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る任意様式により交付申請が行われていた。要綱にのっとり、適正な補助金交

付事務の執行に努められたい。 

 

（健康づくり課） 

（１）補助金について 

     健康増進対策等支援事業補助金の支出において、要綱で定めている事業計画

書及び収支予算書の様式ではなく、総会で用いている任意様式により交付申請

が行われていた。要綱にのっとり、適正な補助金交付事務の執行に努められた

い。 

 

  （２）年度当初の契約事務について 

     年度開始早々に契約を締結する必要がある国民健康保険関係のシステム保

守業務委託の契約において、当該年度の前年度 3月末に契約締結の起案及び決

裁が行われていた。法第 208条第 1項の会計年度の独立の原則にのっとり、事

務手続を改善し適正な契約事務の執行に努められたい。 

 

 

３「注意事項」 

【総務部】 

（総務秘書課） 

  （１）適正な旅費の支出事務について留意されたい。 

  （２）その他、監査時に協議した軽微な事項について留意されたい。 

 

（人事課） 

（１）平成 19 年に策定された「旅費取扱いの手引き」について、現状にそぐわ

ない事項が見受けられるため、改正を検討されたい。 

   （２）適正な旅費の支出事務について留意されたい。 

   （３）その他、監査時に協議した軽微な事項について留意されたい。 

 

（財政課） 

  （１）適正な旅費の支出事務について留意されたい。 

   （２）その他、監査時に協議した軽微な事項について留意されたい。 

 

（防災課） 

  （１）適正な旅費の支出事務について留意されたい。 

      年度当初の出張に対し、翌年 4月の出納整理期間に支出処理が執行された

事例があった。未払いや重複支給を回避するためにも、旅費の支出について
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は、出張後速やかに、概ね 1か月以内に処理されるよう努められたい。 

 

（管財契約課） 

  （１）監査時に協議した軽微な事項について留意されたい。 

 

【地域振興部】 

（地域づくり課） 

  （１）適正な旅費の支出事務について留意されたい。 

  

（商工振興課） 

（１）適正な旅費の支出事務について留意されたい。 

   （２）その他、監査時に協議した軽微な事項について留意されたい。 

 

（観光振興課） 

  （１）適正な旅費の支出事務について留意されたい。 

 （２）その他、監査時に協議した軽微な事項について留意されたい。 

 

【市民生活部】 

（市民課） 

（１）監査時に協議した軽微な事項について留意されたい。 

 

（税務課） 

（１）監査時に協議した軽微な事項について留意されたい。 

  

  （深江支所） 

   （１）特に指摘する事項等はなかった。 

 

（布津支所） 

（１）特に指摘する事項等はなかった。 

 

（有家支所） 

 （１）特に指摘する事項等はなかった。 

 

（西有家支所） 

 （１）特に指摘する事項等はなかった。 
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（北有馬支所） 

 （１）特に指摘する事項等はなかった。 

 

（南有馬支所） 

 （１）特に指摘する事項等はなかった。 

 

（口之津支所） 

 （１）特に指摘する事項等はなかった。 

 

（加津佐支所） 

（１）特に指摘する事項等はなかった。 

  

【福祉保健部】 

（福祉課） 

（１）適正な旅費の支出事務について留意されたい。 

   （２）その他、監査時に協議した軽微な事項について留意されたい。 

 

（こども未来課） 

（１）監査時に協議した軽微な事項について留意されたい。 

  

（北有馬こども園） 

（１）適正な旅費の支出事務について留意されたい。 

 

（保護課） 

    （１）特に指摘する事項等はなかった。 

 

（健康づくり課） 

（１）適正な契約事務について留意されたい。 

   （２）その他、監査時に協議した軽微な事項について留意されたい。 

 

【議会事務局】 

（１）監査時に協議した軽微な事項について留意されたい。 

 

【選挙管理委員会】 

（１）監査時に協議した軽微な事項について留意されたい。 
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【小・中学校】 

（有家小学校） 

（１）特に指摘する事項等はなかった。 

 

（西有家中学校） 

（１）特に指摘する事項等はなかった。 

  

【教育委員会事務局】 

（学校教育課：学校給食関連施設整備事業） 

   （１）特に指摘する事項等はなかった。 

 

 

※この監査報告書において、法令等の略語は次のとおりとする。 

 地方自治法 ・・・・・・・・・・・・・・・ 法 

  地方自治法施行令 ・・・・・・・・・・・・ 施行令 

  南島原市補助金等交付規則 ・・・・・・・・ 補助金等交付規則 

  南島原市人事課通達 ・・・・・・・・・・・ 人事課通達 

  南島原市支出事務の手引き ・・・・・・・・ 支出事務の手引き 

  

 


